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目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

避難

種

誘導標識設置促進事業

類

防災危機管理部　防災

ハ

危機管理課

00－xx ーxxxx－xx000 ド0 ○ ●

05 基本目標５

ソ

　　安全で、みんなが

フ

快適に暮らせるまち
総

ト

合計画の
01 ①〈安　

根

全〉　災害に強い安全

拠

なまちづくりを進める

法

位置付け
01 1 安全

令

に対する意識を高める

等

市民

□ □ □ □ 企業、店

対

舗、事業所、ＮＰＯ

大

象

災害が発生した場合に

・

、誰もが指定避難施設

受

に到達できるよ 地域住

益

民が安全に避難できる

者

ようにするため、指定

事

避難施設へ
うになって

業

います。 の避難誘導標

期

識を企業や事業所など

間

の協力を得て作成し、

委

住民
への周知を図りま

託

す。

協力要請した事業

、

所等数 事業所

－

5 5 5

協

1 0

避難誘導標識設置

働

箇所数 箇所

－

5 50 5

【

0

5 0

③：遅れている

委

新規避難誘導標識の設

託

置ではなく、既存標識

：

の更新を優先したため

3

新規避難誘導標識の設

セ

置を50箇所目標とし

ク

ていたが、既に設置し

・

ている広域避難場所案

財

内板63箇所の老朽化

団

が著しいことから、
本

企

案内板の更新を優先し

業

、その更新(30箇所

Ｎ

)を実施しました。

Ｃ

Ｐ

：十分に成果をあげる

Ｏ

ことができなかった
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位

とが必要です。

新たな

施

避難誘導標識の設置の

策

有効性は高いが、まず

へ

は、既に設置している

の

誘導標識等の老朽化が

貢

著しいことから、それ

献

らの更新
(修繕)を検

高

討していく必要があり

市

ます。

企業、事務所な

民

ど企業、事務所など企

満

業、事務所など企業、

足

事務所など

への協力依

度

頼 への協力依頼 への協

を

力についてへの協力に

高

ついて

研究・検討 研究

め

・検討

0 0 0 0 0 0 0

る

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

方

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

策

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

業

0 0 0 0 0

－ － －

0.

有

00 0.40 0.25

効

0.25 0.25 0.

性

00 0.00

0.00

継

0.00 0.00 0.

続

00 0.00 0.00

に

0.00

0 3,357

よ

2,098 2,089

る

2,089 0 0

0 3,

成

357 2,098 2,

果

089 2,089 0 0

向

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

指定避

上

難施設誘導標識を早期

の

に新設するだけを目指

可

すのではなく、すでに

能

設置されている広域避

性

難場所の案内標識や津

低

波対策広
報板なども老

そ

朽化が著しいため、こ

の

れらの更新も含めて事

他

業を推進します。

市の

事

事業経費での実施と併

業

せ民間からの作成経費

の

等の協力について研究

目

・検討し、指定避難施

的

設及び広域避難場所へ

､

の避難誘導
標識の設置

対

及び老朽化した標識の

象

更新を順次整備します

､

。

地域住民であっても

内

指定避難施設を知らな

容

い人が増えて
いる現況

分

を考えれば、早期に指

高

定避難施設誘導標識を

受

新
設する手法として協

益

賛企業を募ることも有

者

効であると認
識してい

負

ますが、現在設置され

担

ている多くの避難施設

､

誘
導標識等は、設置後

補

、相当の年月を経過し

助

ており、老朽
化が著し

額

く、まず、これらを計

妥

画的に更新していく必

当

要
があります。

性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

災害状況が緊迫した場

出

合、身の安全を図るた

総

め自己の判
●■ 断で最

合

寄の避難場所へ自主的

評

に避難することなり、

価

その

■ 際避難場所まで

市

分かりやすく案内し、

民

誘導する標識は生 ○
□

ニ

命・身体を守る上で必

ー

要性が高いです。

□ 避

ズ

難場所を案内する標識

高

は、施設名を表示する

事

ものが多
●■ く設置し

業

てありますが、避難場

目

所の所在を示す方向や

的

経

■ 路を表示した誘導

の

標識は、避難者にとっ

達

て有効性が高い ○
□ で

成

す。

■ 平塚市地域防災

状

計画は広域避難場所に

況

対する指定避難路
●

□

必

や災害時の指定避難施

要

設を定め、市民周知を

性

行っていま
○

□ すが、

市

誘導標識は避難場所ま

の

で避難者を安全に案内

関

する
○

□ 適切な措置と

与

して妥当性が高いです

の

。

□ 市民に避難場所を

必

認識してもらうことは

要

重要である。市
●

■ の

性

限られた事業経費で新

低

たな誘導標識を設置し

事

たり、老
○

■ 朽化した

そ

標識を誘導標識へと更

の

新したりする際、企業

他

等
○

□ の協力を得て作

上

成し効率性を高めるこ
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｃ：十分に成果をあげることができ
なかった

－ ③：遅れている ③：遅れている

　災害時における避難誘導標識は、 新規避難誘導標識の設置を50箇所目
その目的に応じて7種類あり、この 標としていたが、既に設置している
うち市内では未だに指定避難施設誘 広域避難場所案内板63箇所の老朽化
導標識は設置されていないため、こ が著しいことから、本案内板の更新
の設置に向けてＮＰＯ法人と協賛企 を優先し、その更新(30箇所)を実施
業を募って設置することを協議した し

５

ました。
。このほか、

.

市の事業経費で広域避

事

難場所の誘導標識を２

業

か所新設する
とともに

展

老朽化の著しい標識３

開

基を
計画どおり更新し

の

た。

必要な所に標識を

経

設置するには、企 新た

緯

な避難誘導標識の設置

平

の有効性
業等に作成経

成

費ばかりではなく設置

1

は高いが、まずは、既

8

に設置してい
場所につ

年

いても協力を求めるこ

度

とが る誘導標識等の老

事

朽化が著しいこと
必要

業

と考える。また、老朽

分

化により から、それら

平

の更新(修繕)を検討

成

し
表示が見づらくなっ

1

ている標識を更 ていく

9

必要があります。
新（

年

修繕）し、誰もが分か

度

り易いデ
ザインを取り

事

入れた標識の設置が求

業

められている。

－ 現状

分

の規模で継続 現状の規

平

模で継続

市の事業経費

成

での実施と併せ民間か

2

市の事業経費での実施

0

と併せ民間か
ら作成経

年

費や設置場所について

度

協力 らの作成経費等の

事

協力について研究
を得

業

ながら、指定避難施設

分

及び広域 ・検討し、指

進

定避難施設及び広域避

捗

避難場所への避難誘導

状

標識の設置及 難場所へ

況

の避難誘導標識の設置

主

及び
び老朽化した標識

な

の更新を順次整備 老朽

取

化した標識の更新を順

組

次整備し
する。 ます。

と

－ 実施計画事業 事務事

成

業

果

検証結果

平成20年度への
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その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

防災

種

訓練強化事業

防災危機

類

管理部　防災危機管理

ハ

課

01－020110 ー－030000 ○ ●

0

ド

5 基本目標５　　安全

ソ

で、みんなが快適に暮

フ

らせるまち
総合計画の

ト

01 ①〈安　全〉　災

根

害に強い安全なまちづ

拠

くりを進める
位置付け

法

01 1 安全に対する

令

意識を高める

平塚市地等 域防災計画

市民

□ □ □

対

□

自主防災組織や防災

象

関係機関などによる実

・

践的な訓練を実施し 防

受

災力の向上のため、自

益

主防災組織や防災関係

者

機関などが、災
、自分

事

たちの地域は自分たち

業

で守る防災活動に取り

期

組んでいま 害時に迅速

間

かつ的確な防災活動を

委

行うことができるよう

託

、実践
す。 的な防災訓

、

練を実施します。

防災

協

訓練等実施回数 回

－

8

働

5 90 240 240 2

【

40 240

89 234

委

防災訓練等参加者数 人

託

－

5,200 7,00

：

0 7,000 8,00

3

0 8,000 8,00

セ

0

7,263 8,22

ク

8

①：予定どおり

実践

・

に即した訓練を実施し

財

、災害時に最も必要な

団

地域の防災力の強化と

企

個人の防災意識の高揚

業

を図ることができまし

Ｎ

た。

Ａ：成果があがっ

Ｐ

た

Ｏ



2 頁

位

災害対策訓練等砂災害

施

対策訓練等

るよう実践

策

的な訓どの実施 どの実

へ

施 の実施 の実施 の実施

の

練を実施

0 0 0 0 0 0

貢

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

献

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

高

0 0

0 364 300 4

市

57 457 457 45

民

7

0 364 300 45

満

7 457 457 457

足

－ － －

0.00 0.9

度

5 1.15 1.15 1

を

.15 1.15 1.1

高

5

0.00 0.30 0

め

.30 0.30 0.3

る

0 0.30 0.30

0

方

9,001 10,67

策

9 10,645 10,

業

645 10,645 1

有

0,645

0 9,36

効

5 10,979 11,

性

102 11,102 1

継

1,102 11,10

続

2

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

従来

に

の行政を中心とした自

よ

主防災訓練から、自主

る

防災組織が主体となり

成

、行政に頼らず地域の

果

特色を活かした訓練を

向

実施してい
る地域が増

上

加しています。

自主防

の

災組織を主体とした実

可

践的、効果的な訓練を

能

各地域で実施すること

性

により、自主防災組織

低

体制の実効性を検証し

そ

、災害時
に個人として

の

、また、自主防災組織

他

として何ができるかを

事

確認し、それぞれの防

業

災力のレベルアップを

の

図ります。

災害時に市

目

民及び自主防災組織が

的

迅速かつ的確な防災活

､

動が行えるよう、日頃

対

から実践に即した訓練

象

を実施し、
行政、関係

､

機関との連携を図って

内

いきます。

容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

実践的な防災訓練を実

出

施することで、市民の

総

防災意識を
●■ 向上す

合

ることは、被害を軽減

評

するために必要です。

価

■ ○
□
□ 防災訓練を通

市

じて、自主防災組織の

民

機能の確認や、実効
●

ニ

■ 性を検証することで

ー

、自主防災組織活動の

ズ

円滑化が図れ

■ ます。

高

○
□
■ 市民一人一人が

事

日常及び災害発生時に

業

「自らが何をすべ
●

□

目

きか」を考え、災害に

的

対して十分な準備を高

の

ずることが
○

■ できま

達

す。
○

□
■ 市民、自主

成

防災組織を対象にした

状

訓練を見直し、災害に

況

○
□ よる被害を軽減す

必

るため、災害時に自主

要

防災組織が主導
●

■ 的

性

な活動ができるように

市

します。
○

□

災害時に

の

主導的な活動ができる

関

自主防災組織であるた

与

めに、訓練等の内容を

の

見直し、取り組み姿勢

必

の改革を図ります。

災

要

害時に迅速的確自主防

性

災訓練、土自主防災訓

低

練、土自主防災訓練、

事

土自主防災訓練、土自

そ

主防災訓練、土

な防災

の

活動が行え砂災害対策

他

訓練な砂災害対策訓練

上

な砂災害対策訓練等砂



3 頁

展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

実践に即した訓練を実施し、災害時 実践に即した訓練を実施し、災害時
に最も必要な地域の防災力の強化と に最も必要な地域の防災力の強化と
個人の防災意識の高揚を図ることが 個人の防災意識の高揚を図ることが
できた。 できました。

災害時に主導的な活動ができる自主 災害時に主導的な活動ができる自主
防災組織であるために、訓練等の内 防災組織であるために、訓練等の内
容を見直し、取り組み姿勢の改革を 容を見直し、

５

取り組み姿勢の改革を

.

図る。 図ります。

－ 現

事

状の規模で継続 現状の

業

規模で継続

自主防災組

展

織を主体とした実践的

開

、 自主防災組織を主体

の

とした実践的、
効果的

経

な訓練を各地域で実施

緯

するこ 効果的な訓練を

平

各地域で実施するこ
と

成

により、自主防災組織

1

体制の実効 とにより、

8

自主防災組織体制の実

年

効
性を検証し、災害時

度

に個人として、 性を検

事

証し、災害時に個人と

業

して、
また、自主防災

分

組織として何ができ ま

平

た、自主防災組織とし

成

て何ができ
るかを確認

1

し、それぞれの防災力

9

の るかを確認し、それ

年

ぞれの防災力の
レベル

度

アップを図る。 レベル

事

アップを図ります。

－

業

実施計画事業 実施計画

分

事業

平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への



7 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

防犯

種

対策推進事業

市民部　

類

くらし安全課

01－0 ハ20109－0300 ー00 ○ ●

05 基本目標

ド

５　　安全で、みんな

ソ

が快適に暮らせるまち

フ

総合計画の
01 ①〈安

ト

　全〉　災害に強い安

根

全なまちづくりを進め

拠

る
位置付け

01 1 安

法

全に対する意識を高め

令

る

市民

□ □ □ □ 警察・

等

防犯協会・自治会等

市

対

民・警察・行政が連携

象

し、防犯に対する啓発

・

活動などを実施 防犯意

受

識を高揚し、犯罪を未

益

然に防止するため、関

者

係団体と連
することに

事

より、市民の防犯活動

業

や防犯対策に対する認

期

識が高 携して地域安全

間

運動などを実施します

委

。また、看板の掲示や

託

チ
まっています。 ラシ

、

の配布など地域防犯活

協

動を推進します。

市民

働

・警察・行政が連携し

【

た地域安全運動実施回

委

数 回

－

3 3 3 3 3 3

4

託

4

犯罪発生件数 件

－

4

：

,500 4,400 4

3

,300 4,200 4

セ

,100 4,000

4

ク

,213 4,203

①

・

：予定どおり

地域安全

財

運動を計４回実施し、

団

刑法犯認知件数が前年

企

と比べ１０件減少しま

業

した。

Ａ：成果があが

Ｎ

った

ＰＯ



8 頁

位

進大会地域安全推進大

施

会地域安全推進大会

、

策

防犯啓発活動の、防犯

へ

啓発活動の、防犯啓発

の

活動の、防犯啓発活動

貢

の、防犯啓発活動の、

献

防犯啓発活動の

実施 実

高

施 実施 実施 実施 実施

0

市

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

民

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

満

0 0 0 0 0 0 0

0 3,

足

116 2,412 2,

度

268 2,200 2,

を

200 2,200

0 3

高

,116 2,412 2

め

,268 2,200 2

る

,200 2,200

－

方

－ －

0.00 0.90

策

0.90 0.90 0.

業

90 0.90 0.90

有

0.00 0.00 0.

効

00 0.00 0.00

性

0.00 0.00

0 7

継

,552 7,552 7

続

,521 7,521 7

に

,521 7,521

0

よ

10,668 9,96

る

4 9,789 9,72

成

1 9,721 9,72

果

1

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

防犯

向

活動は、地道な活動を

上

継続して行っていくこ

の

とで効果が上がるもの

可

であり、引き続き現状

能

を維持しながら事業を

性

実施してい
きます。

職

低

員を増やすことは困難

そ

なため、関係団体と連

の

携・協働しながら事業

他

を進めていきます。啓

事

発物品購入は、効果的

業

な物を効果的
に配布し

の

ていきます。推進大会

目

はより効果的に防犯に

的

係わる意識を高めるよ

､

う、防犯協会、警察と

対

も協議しながら見直し

象

を検討
します。防犯協

､

会補助金は20年度中

内

に見直した内容に則り

容

、その適正化を図って

分

いきます。
防犯対策は

高

、警察・行政・防犯協

受

会・防犯協会各支部・

益

自治会等が連携し、多

者

くの市民の参加を得て

負

実施してい
くことが大

担

切です。市民の防犯啓

､

発意識を着実に高め、

補

犯罪発生件数の減少に

助

努めます。

額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

近年の多様化する犯罪

出

に対して、市長への手

総

紙などによ
●□ り市民

合

から防犯対策強化につ

評

いての要望が寄せられ

価

てい

□ ます。 ○
□
□ 継

市

続的に実施していくこ

民

とで、広く市民に啓発

ニ

し、防犯
●□ 活動を身

ー

近なものとして行って

ズ

いくことが期待できま

高

す

■ 。 ○
□
■ 市・警察

事

・市民が協働して啓発

業

活動等を展開すること

目

は
●

□ 市民の防犯意識

的

を高めるため妥当性が

の

高い。
○

□
○

□
■ 市の

達

みでなく、多くの関係

成

者を巻き込むことで、

状

より効
●

□ 率的に事業

況

を展開しています。
○

必

■
○

□

地域での防犯活

要

動は、防犯協会支部や

性

自治会が主体で実施し

市

ています。市はその事

の

業に対して、啓発物品

関

等を提供していくこと

与

で支援しています。ま

の

た、地域安全運動につ

必

いては、関係団体と連

要

携して実施しています

性

。このような事業を継

低

続的に実施しな
がら、

事

市民の防犯意識を高め

そ

ていく必要があります

の

。

地域安全推進大会地

他

域安全推進大会地域安

上

全推進大会地域安全推



9 頁

展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

地域安全運動を計4回実施した。刑 地域安全運動を計４回実施し、刑法
法犯認知件数が前年と比べ620件減 犯認知件数が前年と比べ１０件減少
少した。 しました。

地域での防犯活動は、防犯協会支部 地域での防犯活動は、防犯協会支部
や自治会が主体で実施している。市 や自治会が主体で実施しています。
はその事業に対して、啓発物品等を 市はその事業に対して、啓発物品等
提供していくことで支援している。 を提供してい

５

くことで支援していま

.

また、地域安全運動に

事

ついては、関 す。また

業

、地域安全運動につい

展

ては
係団体と連携して

開

実施している。こ 、関

の

係団体と連携して実施

経

していま
のような事業

緯

を継続的に実施しなが

平

す。このような事業を

成

継続的に実施
ら、市民

1

の防犯意識を高めてい

8

く必 しながら、市民の

年

防犯意識を高めて
要が

度

ある。 いく必要があり

事

ます。

－ 現状の規模で

業

継続 現状の規模で継続

分

職員を増やすことは困

平

難なため、関 職員を増

成

やすことは困難なため

1

、関
係団体と連携・協

9

働しながら事業を 係団

年

体と連携・協働しなが

度

ら事業を
進めていく。

事

啓発物品購入は、効果

業

進めていきます。啓発

分

物品購入は、
的な物を

平

効果的に配布していく

成

。推 効果的な物を効果

2

的に配布していき
進大

0

会はより効果的に防犯

年

に係わる ます。推進大

度

会はより効果的に防犯

事

意識を高めるよう、防

業

犯協会、警察 に係わる

分

意識を高めるよう、防

進

犯協
とも協議しながら

捗

見直しを検討する 会、

状

警察とも協議しながら

況

見直しを
。防犯協会補

主

助金は20年度中に見

な

直 検討します。防犯協

取

会補助金は20年
した

組

内容に則り、その適正

と

化を図っ 度中に見直し

成

た内容に則り、その適

果

ていく。 正化を図って

検

いきます。

－ 実施計画

証

事業 実施計画事業

結果

平成20年度への
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Ｏ

0 2,130

1,94

そ

9 1,733

①：予定

の

どおり

平塚市交通安全

他

対策協議会による啓発

　

活動及び交通安全教室

】

の継続的な開催により

【

、交通事故件数が前年

協

と比べ２１６件減少し

働

ました。

Ａ：成果があ

：

がった

】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

交

業

通安全啓発推進事業

市

種

民部　くらし安全課

0 類1－020109－0 ハ40000 ○ ●

05 基

ー

本目標５　　安全で、

ド

みんなが快適に暮らせ

ソ

るまち
総合計画の

01

フ

①〈安　全〉　災害に

ト

強い安全なまちづくり

根

を進める
位置付け

01

拠

1 安全に対する意識

法

を高める

市民

□ □ □ □

令

全国交通安全運動など

等

、各種の交通安全啓発

対

運動の実施や幅広 交通

象

安全を推進するため、

・

各季の交通安全運動や

受

キャンペーン
い年齢層

益

を対象とした交通安全

者

教室を開催することに

事

より、市 などを行いま

業

す。また、幼児から高

期

齢者まで幅広い年齢層

間

を対
民の交通安全意識

委

の高揚が図られていま

託

す。 象に交通安全教室

、

を開催します。

交通安

協

全教室開催回数 回

－

1

働

60 160 160 16

【

0 160 160

184

委

203

交通事故防止キ

託

ャンペーン開催回数 回

：

－

10 10 10 12 1

3

2 12

9 12

交通安全

セ

教室参加者数 人

－

15

ク

,300 15,400

・

15,500 15,6

財

00 15,700 15

団

,800

18,556

企

16,453

交通事故

業

発生件数 件

－

2,23

Ｎ

0 2,210 2,19

Ｐ

0 2,170 2,15
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上

ペーン等種キャンペー

位

ン等

どの開催 どの開催

施

どの開催 の開催 の開催

策

の開催

0 0 0 0 0 0 0

へ

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

の

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

貢

0

0 10,887 12

献

,528 11,505

高

11,505 11,5

市

05 11,505

0 1

民

0,887 12,52

満

8 11,505 11,

足

505 11,505 1

度

1,505

－ － －

0.

を

00 0.75 0.75

高

1.17 1.17 1.

め

17 1.17

0.00

る

0.00 0.00 0.

方

00 0.00 0.00

策

0.00

0 6,294

業

6,294 9,777

有

9,777 9,777

効

9,777

0 17,1

性

81 18,822 21

継

,282 21,282

続

21,282 21,2

に

82

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

交

よ

通事故発生件数が減少

る

しており、事業実施に

成

よる効果が見られるこ

果

とから、引き続き事業

向

を継続して行っていき

上

ます。

現状を維持し、

の

現在の減少傾向を維持

可

します。しかし、自転

能

車と高齢者関係の事故

性

は増加傾向にあるため

低

、関係団体と協働して

そ

交通安全教室・キャン

の

ペーン等をその相乗効

他

果を図りながら実施し

事

、更なる周知を図りま

業

す。

本市の平成２０年

の

度の交通事故状況は、

目

発生件数が７年
連続、

的

負傷者数が８年連続し

､

て減少していますが、

対

自転
車と高齢者による

象

交通事故多発地域に指

､

定されています
。引続

内

き警察を始めとする関

容

係機関、団体と連携し

分

て交
通事故防止を図っ

高

ていきます。

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 市民に対する啓発活

抽

動を実施することによ

出

り、交通事故
●■ 発生

総

件数の減少に寄与して

合

おり、必要性は高いも

評

のと考

■ えます。 ○
□

価

□ 教室参加者の交通安

市

全意識の向上が図られ

民

、継続して実
●■ 施す

ニ

ることにより交通事故

ー

発生件数の減少に寄与

ズ

してお

■ り、交通安全

高

対策上有効です。 ○
□

事

■ 実施することにより

業

交通事故発生件数の減

目

少に寄与して
●

□ おり

的

、妥当です。
○

■
○

□

の

■ 地域、企業などと協

達

働してキャンペーンや

成

交通安全教室
●

□ を実

状

施し、広く市民に対し

況

て交通安全意識の向上

必

を図っ
○

■ ていきます

要

。
○

□

地域や企業など

性

と協働してキャンペー

市

ンや交通安全教室を行

の

い、広く市民に交通安

関

全意識の向上を図り、

与

継続して実施する必要

の

があります。

交通安全

必

教室、各交通安全教室

要

、各交通安全教室、各

性

交通安全教室、各交通

低

安全教室、各交通安全

事

教室、各

種キャンペー

そ

ンな種キャンペーンな

の

種キャンペーンな種キ

他

ャンペーン等種キャン
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

平塚市交通安全対策協議会による啓 平塚市交通安全対策協議会による啓
発活動及び交通安全教室の継続的な 発活動及び交通安全教室の継続的な
開催により、交通事故件数が減少し 開催により、交通事故件数が前年と
た。 比べ２１６件減少しました。

交通事故発生件数の減少に寄与して 地域や企業などと協働してキャンペ
いることから、個別に行っている教 ーンや交通安全教室を行い、広く市
室を合同で行うなどの工夫しながら 民に交通安全意識の向

５

上を図り、継
、継続し

.

て実施する必要がある

事

。 続して実施する必要

業

があります。

－ 現状の

展

規模で継続 現状の規模

開

で継続

現状を維持し、

の

現在の減少傾向を維 現

経

状を維持し、現在の減

緯

少傾向を維
持する。ま

平

た、平成２０年６月１

成

日 持します。しかし、

1

自転車と高齢者
道路交

8

通法が一部改正された

年

ことに 関係の事故は増

度

加傾向にあるため、
と

事

もない、教室・キャン

業

ペーン等で 関係団体と

分

協働して交通安全教室

平

・
更なる周知を図る。

成

キャンペーン等をその

1

相乗効果を図
りながら

9

実施し、更なる周知を

年

図り
ます。

－ 実施計画

度

事業 実施計画事業

事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

火

業

災予防推進事業

消防本

種

部　予防課

01－09 類0101－03000 ハ0 ○ ●

05 基本目標５

ー

　　安全で、みんなが

ド

快適に暮らせるまち
総

ソ

合計画の
01 ①〈安　

フ

全〉　災害に強い安全

ト

なまちづくりを進める

根

位置付け
01 1 安全

拠

に対する意識を高める

法

市民

□ □ □ □

防火意識

令

の高揚を図り、市民一

等

人一人が火災の減少に

対

努めてい 市民の防火意

象

識を高め、火災を未然

・

に防止するため、消防

受

展や
ます。 防火キャン

益

ペーンなどを実施しま

者

す。

火災予防パンフレ

事

ット等配布部数 部

－

1

業

,500 2,000 2

期

,000 2,000 2

間

,500 2,500

1

委

,500 2,000

各

託

種イベント開催回数 回

、

－

3 3 3 5 3 3

3 3

火

協

災発生件数（年間） 件

働

－

108 104 102

【

100 98 96

76 9

委

9

①：予定どおり

市民

託

が多数集まる店舗等で

：

防火キャンペーン、消

3

費生活展等を実施し、

セ

住宅用火災警報器等に

ク

ついて広報活動を行い

・

ました。

Ａ：成果があ

財

がった

団 企業 ＮＰ
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上

配布 配布、住宅用火災

位

成・配布 成・配布

警報

施

器設置啓発

0 0 0 0 0

策

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

へ

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

の

0 0 0

0 0 255 23

貢

5 682 235 235

献

0 0 255 235 68

高

2 235 235

－ － －

市

0.00 1.95 1.

民

95 1.95 1.70

満

1.70 1.70

0.

足

00 0.00 0.00

度

0.00 0.00 0.

を

00 0.00

0 16,

高

363 16,363 1

め

6,295 14,20

る

6 14,206 14,

方

206

0 16,363

策

16,618 16,5

業

30 14,888 14

有

,441 14,441

効

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

限られ

性

た規模で、効果的に市

継

民へ火災予防喚起を図

続

り、火災の被害の軽減

に

を目指します。なお、

よ

平成22年度は、住宅

る

用火災警報
器の設置啓

成

発に係るイベント等を

果

実施します。

住宅火災

向

の死者を減少させるた

上

めに、防火キャンペー

の

ン等の開催や住宅用火

可

災警報器の設置を積極

能

的に推進し、市民の防

性

火意識
を高めていきま

低

す。

高齢化が進む中で

そ

、住宅火災での犠牲者

の

が多数でていま
す。事

他

業の見直しをして、効

事

果的な防火キャンペー

業

ン等
を推進していきま

の

す。

目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

□ 消防目的達成のため

抽

継続して実施する必要

出

性があります
●□ 。

■

総

○
□
□ 市民防火意識を

合

高め、火災を未然に防

評

ぐためには、防火
●□

価

キャンペーン等を継続

市

して実施することが有

民

効です。

■ ○
□
■ 火災

ニ

を防ぐために、市民や

ー

事業所と連携して事業

ズ

を進め
●

□ ることが大

高

切です。
○

■
○

□
□ 市

事

民、事業所と連携して

業

事業を進めることが大

目

切で、限
●

□ られた人

的

員で市民の安全・安心

の

のために効果的な事業

達

を
○

■ する必要があり

成

ます。
○

□

全国的に住

状

宅火災による死者が増

況

加していいることから

必

、設置期限の定められ

要

た住宅用火災警報器の

性

普及率向上を図るため

市

広報
活動等を行い、住

の

宅火災の死者０を目指

関

します。

イベントの実

与

施、イベントの実施、

の

イベントの実施、イベ

必

ントの実施、イベント

要

の実施、イベントの実

性

施、

パンフレットの作

低

パンフレットの作パン

事

フレットの作パンフレ

そ

ット作成パンフレット

の

の作パンフレットの作

他

成・配布 成・配布 成・
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

ラスカでの防火キャンペーンや総合 市民が多数集まる店舗等で防火キャ
公園、馬入ふれあい公園「ひらつか ンペーン、消費生活展等を実施し、
アリーナ」で消防展を実施した。平 住宅用火災警報器等について広報活
成１９年度は放火・放火の疑いの件 動を行いました。
数が３２件減り火災件数の減少につ
ながった。

総合評価的には高いが、全国的に火 全国的に住宅火災による死者が増加
災による死者が増加していることか していいることから、設置

５

期限の定
ら、住宅用火

.

災警報器の普及を図る

事

められた住宅用火災警

業

報器の普及率
ため積極

展

的に広報活動を展開し

開

、火 向上を図るため広

の

報活動等を行い、
災に

経

よる死者の減少に努め

緯

る必要が 住宅火災の死

平

者０を目指します。
あ

成

る。

－ 現状の規模で継

1

続 拡大して継続

防火キ

8

ャンペーン等により市

年

民に火 住宅火災の死者

度

を減少させるために
災

事

予防の注意喚起を図り

業

、火災災害 、防火キャ

分

ンペーン等の開催や住

平

宅
の軽減を図る。 用火

成

災警報器の設置を積極

1

的に推進
し、市民の防

9

火意識を高めていきま

年

す。

－ 実施計画事業 実

度

施計画事業

事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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